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● 国内（日本）

● 海外（大洋州）

● 海外（ASEAN・南アジア）

● 海外（米州）●  
海外（東アジア）

● 海外（欧州）

営業利益

4,402億円
国内
93%

海外
7%

8%

26%

8%33%

28%

1%

2%

国内・海外※2
（売上構成比）

売上高　

5兆2,029億円

ストック事業 34%
（うち ■賃貸・管理 29%   ■開発物件売却 5%）

フロー事業
（請負・分譲）

66%

グループ従業員 約48,000人の 
働きがい実感度

83%

700MW
（約18万世帯分の 
電力使用量に相当）

1,030万 t-CO2

（削減率 2015年度比▲35.6%） 

（2023年度） （2023年度）

注　上記セグメント別構成比については、調整額の影響により合計値が100％にならないことがあります。

バリューチェーン全体の温室効果ガス排出量

国内・海外比率およびセグメント別構成比（営業利益構成比）

再エネ発電所開発・運営実績

フロー・ストック比率（売上高構成比） 社会

６つの事業をコアセグメントとして、海外事業も展開しながら、安定的なキャッシュ・フローを創出しています。事業活動においては、持続的な社会への貢献に向けてカーボンニュー
トラルへの挑戦と企業収益の両立を目指すとともに、従業員の働きがい創出によるエンゲージメント向上にも積極的に取り組んでいます。

■ 戸建住宅　■ 賃貸住宅　■ マンション　■ 商業施設　
■ 事業施設　■ 環境エネルギー　■ その他

大和ハウスグループの今1

Chapter 3 価値創造ストーリー

グループ会社  

497社

 海外拠点  

25ヵ国
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20232018201520121955
創業

40年 17年 3年 3年 5年

住宅系［ ■ 戸建住宅　■ 賃貸住宅　■ マンション　■ 住宅ストック ］　
建築系［ ■ 商業施設　■ 事業施設　■ 環境エネルギー ］　
その他［ ■ 観光           ■ 健康余暇　■ その他 ］　

売上高
1兆円突破

売上高
2兆円突破

売上高
3兆円突破

売上高
4兆円突破

売上高
5兆円突破

1兆662億円

2兆79億円

3兆1,929億円

4兆1,435億円

5兆2,029億円

1995

「儲かるからではなく、世の中の役に立つからやる」を原点に、時代を先読みし、収益モデルを変革することで、売上高を加速的に成長させてきました。
同時に、価値創造の源泉である人財基盤、顧客基盤、技術・ものづくり基盤を構築してきました。

売上高5兆円までの道のり2

185.5万戸

W245 H26 W245 H13

1961
大阪証券取引所第一部市場に上場
引き続き東京・名古屋にも上場

1995
売上高
1兆円突破

2005
創業50周年
グループシンボル
「エンドレスハート」導入

2015
売上高
3兆円
突破

2018
売上高
4兆円
突破

2012
売上高
2兆円
突破

1960 1970 1980 1990 2000 2010 20201955（年度）

連結売上高（1985年以前は個別の数値）　　　国内新設着工戸数　　　営業利益率

国内新設着工戸数
100万戸ライン

連結売上高と国内住宅着工戸数の推移

セグメント別売上高の推移

2023年度
5.2兆円

2023年度
80.0万戸

2023年度
8.5%

建築の工業化 総合生活産業 人・街・暮らしの価値共創グループ創業の
精神 プレハブ住宅メーカー

創業商品 
パイプハウス
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1950年代 1990年代 2010年代 2020年代

1995 
ビジネスホテル

2013 
フジタを完全子会社化

2000 
リフォーム事業

2017 
米国戸建住宅事業

2018 
Livness 誕生

ロイネットホテル東大阪（ビジ
ネスホテル第1号）オープン。

ゼネコン機能の強化。

住宅事業本部に増改築事業
部発足、リフォーム事業を本
格展開。

米国で戸建住宅事業を行う
Stanley Martin社がグループ
入り。米国戸建住宅事業の拡
大加速。

住宅ストック事業ブランド
「Livness（リブネス）」の誕生、
以後、各事業でLivness拡大。

1955 パイプハウス

1959 ミゼットハウス
2002 

Dプロジェクトの開始

2007 中国マンション

2007 風力発電

2005 大型商業施設

1959 移動教室

鋼管（パイプ）建築の考案によ
り、戦後の木材・資材不足の
解決に貢献。

3時間で建つ勉強部屋として
開発。出生率上昇による住宅
不足の解消に貢献。 大型物流施設の開発に着手。

用地提案から設計・施工・運営
まで、一貫したサポートを展開。

大連市において日系企業初
の分譲マンション・商業施設
複合開発事業着工。

愛媛県佐田岬半島に風力発
電機9基竣工。

初の直営大型複合商業施設
「横浜四季の森フォレオ」オー
プン。

戦後のベビーブームによる教
室不足の解消策として「移動
教室」を開発。

1955 「事業を通じて人を育
てる」ことを社是に掲げる。

1995 建設業界初、国際品質
保証規格ISO9001認証取得。

2007 ワークライフバランス
支援制度。

2008 次世代経営者育成プロ
グラム「大和ハウス塾」開講。

2005 創業50周年 大和ハウ
スグループシンボル「エンドレ
スハート」の導入。

2005 次世代育成一時金制
度発足。

2011 
アメリカ不動産事業

カリフォルニア州において賃
貸住宅を購入し、不動産事業
を開始。

2012 
ASEAN 工業団地開発

インドネシア・ベトナムにおい
て工業団地開発開始。

2012
メガソーラー

メガソーラー事 業 第１弾
「DREAM Solar北九州ひびき 
灘」着工。

2013 
SMA×ECO TOWN

2020 データセンター

2021 コトクリエ

日本初のネット・ゼロ・エネル
ギー・タウン「SMA×ECO TOWN 
晴美台」販売開始。

日本最大のデータセンター団地
「DPDC印西パーク」始動。

日本最大級の研修施設「大
和ハウスグループみらい価
値共創センター（コトクリエ）」
オープン。

1兆円突破 2兆円突破 3兆円突破 4兆円突破 5兆円突破

1962 
羽曳野ネオポリス

民間初の大規模団地販売を
機に民間金融機関と連携し、
日本初となる住宅ローンの仕
組みを考案。

1973 リゾート事業

1977 マンション事業

1980 ホームセンター事業

鹿部休暇村着工。本格的なリ
ゾート事業への進出。

マンション事業へ進出。大型
マンション「グリーンコーポ千
寿」発売。

ホームセンター事業に着手。
ランバー奈良店（現ロイヤル
ホームセンター奈良店）オー
プン。

1962 「社員の豊かな老後」を
目的に企業年金制度を導入。

1982 業界初、対話型自動設
計システム（CADNET）導入。

1963 全従業員の道標となる
教育本「わが社の行き方」発行。

1976 流通店舗事業
“遊休土地利用構想”を掲げ、
流通店舗事業を本格展開。
1978年からは土地活用シス
テムLOCシステムを展開。

1989 
シルバーエイジ研究所

超高齢化社会の到来を予測し
て、シルバーエイジ研究所を
設立。以後、医療・介護施設
の建設受注の獲得、運営・管
理事業に貢献。

事
業
の
推
進

基
盤
の
強
化
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長期にわたり、お客さま一人ひとりの課題に向き合い、事業を
通じて課題を解決してきた実績と経験により顧客リレーションを
構築しています。当社にはお客さまの想いを迅速に把握し、「タ
イミングのよい仕事をする」という創業者精神があり、また課題
解決に向けて挑戦し続けることが人財育成となっています。

土地オーナーとのマッチングにより、テナント企業の全国展開をサポー
ト（ユニクロ、ドラッグストア）

物流施設開発におけるハードとソフト提案によるテナント企業の課題解決

創業以来、「現場」で「現物」を見て「現実」を捉えることを大切
にしてきました。特に、事業所では日々、地域ごとの特性や課題
に向き合うとともに、土地情報や不動産情報を蓄積しており、当
社独自の強みの一つとなっています。

当社が富山市より土地を借上げ、市場施設を再整備し、建物を市に賃
貸するという日本初のスキームを開発。市は財政負担が軽減されるメリッ
トがあるほか、余剰地には当社が、スーパーマーケットやホームセンター、
大型家具店などが出店する商業施設を建設し、生活利便性を高め、地
域活性に向けた賑わいの場を創出します。

土地情報・不動産情報を起点に、あらゆるニーズに応える幅広
い事業領域をカバーするグループ総合力と、社会インフラと生
活文化の価値を創造する多彩なバリューチェーン（創る・育む・
再生する） は、住宅メーカーという枠を超え、当社独自のビジネ
スモデルとなっています。

当社も参画するコンソーシアムが、2014年に札幌市が策定したまちづく
り計画に基づき行った駅前再開発事業。低炭素社会を目指し、災害に
強いまちとして、商業施設や病院・医療モール、ホテルやマンションを
建設。また大学と医療系の専門学校も設置し、若者から高齢者まで多
くの人が集まる新たな賑わいを創出しています。

 富山市公設卸売市場の事例

現場の声を聴き 
「まちに開かれた生活市場」を開発

 LOCシステムとオーナー会の運営

顧客リレーションから蓄積した 
土地・不動産情報と事業ノウハウ

 提案型営業

 新さっぽろ駅周辺地区の再開発

若者から高齢者まで 
未来をつなぐ環境共生のまちづくり

全国の 
営業

4,700人※

要望に応じた 
ご提案

住宅・マンションの既オーナーさま
約50万人の不動産情報

土地オーナーさま 
約４万人の土地情報

テナント企業さま 
約4,300社の出店情報 ※ �大和ハウス

（個別）のみ

事業の拡大と共に構築してきた人財基盤、顧客基盤、技術・ものづくり基盤は、当社グループの価値創造の源泉です。この３つの基盤から生み出される強みが「迅速な課題解決力」、
「現場密着力」です。そこに、幅広い事業領域と一気通貫体制から形成される「複合的な事業提案力」が加わった「共創共生で価値を創出する力」を最大の強みとして、社会イ
ンフラと生活文化を創造しています。

価値創造の源泉から生み出される3つの強み3

迅速な課題解決力 複合的な事業提案力現場密着力

共創共生で価値を創出する力最大の強み
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事業を通じた
社会課題の解決

世の中の役に立つ
という考え方

迅速な課題解決力 現場密着力 複合的な事業提案力

ステークホルダーからの
信頼・共感

“共創共生による
価値創造力”

お客さまと建物に責任を持ち続け
顧客LTV、建物LTVを最大化

顧客基盤 人財基盤 技術・ものづくり基盤

社会インフラの価値を永続的に高め 
人々の生活文化を創造し続ける

世の中の役に立つ“事業の推進”による 
キャッシュ・フローの創出

世の中の変化に対応した“基盤の強化”による 
サステナビリティの向上

創る
請負・開発

育む
運営・管理

再生する
改修・再整備

● �環境負荷低減と企業収益の両立
● �ウェルビーイングな組織・人財と、“将来の夢”に共感

したステークホルダーとの価値共創
● �DXを通じた顧客基盤、技術・ものづくり基盤の強化
● �“将来の夢”を実現するコーポレートガバナンス

※ LTV（ライフタイムバリュー）：顧客や建物から生涯にわたって当社が提供する利益（価値）のこと

企
業
価
値
の
向
上

創業者精神を受け継ぐビジネスモデル — 循環型バリューチェーン—

「創る」「育む」「再生する」による“ 事業の推進”と、世の中の変化に対応した“基盤の強化”により、キャッシュ・フローの創出とサステナビリティの向上を両立させます。
それが、ステークホルダーからの長期的な信頼と共感を得て、新たな事業機会の獲得やビジネスモデルの変革につなげることで、顧客LTV※と建物LTVを最大化していきます。
この価値創造プロセスの好循環により、社会課題を解決し、当社グループの企業価値の向上と“将来の夢”を実現していきます。

4
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短中期の価値創造

事業を通じた
社会課題の解決

世の中の役に立つ
という考え方

“共創共生による
価値創造力”

お客さまと建物に責任を持ち続け
顧客LTV、建物LTVを最大化

ステークホルダーからの
信頼・共感

価値創造プロセス — 次の5兆円に向けて—5

３つの経営基盤を含めた６つの資本を最適に配分し、当社独自の強みを活用することで、 
成長分野への積極投資、人的資本やDXへの投資をしながら、次の5兆円を目指し、価値を創造しています。

現場密着力

迅速な課題解決力

複合的な事業提案力

環境負荷ゼロを実現する体制 ● �再生可能エネルギー発電量（自家消費含む） 
551ヵ所  910GWh 

● �設備投資 
（工場・事務所、建設DX等） 
3,700億円（5ヵ年計画）

● �サプライチェーン 
ネットワーク 
約4,700社

● �LOCシステム、土地・不動産の情報収集ノウハウ 
提案型営業、ナレッジマネジメント

● 特許登録件数 2,333件

● �従業員　約48,000人
● �人財育成、教育設備等に関わる投資
● �社内起業制度　300億円

● �住宅・マンション既オーナーさま　約50万人
● �土地オーナーさま　約40,000人
● �テナント企業さま　約4,300社

● �不動産開発投資額　2.2兆円
● �戦略投資、設備投資 
（海外・再エネ・M&A等）

技術・ものづくり基盤

事業ノウハウ

創業者精神を受け継ぎ 
“将来の夢”を実現する人財基盤

顧客基盤

強固な財務基盤

価値創造の源泉（インプット）

自然資本

製造資本

知的資本

人的資本

社会関係資本

財務資本

● �海外事業 販売用不動産
● �CVC 投資額　300億円

注  特許登録件数は当社を含む主要グループ14 社の保有特許件数（国内での登録件数のみ）。また財務資本の不動産開発投資額は7次中計の5ヵ年計画値、CVC投資額は最大投資額にて記載。
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戸建住宅

賃貸住宅

マンション

商業施設

事業施設

環境 
エネルギー

その他

生きる歓びを
分かち合える世界

2055“ 将来の夢 ”
目指す社会

地球環境と調和する 
多様な暮らしと住まい方の実現
ライフタイムバリューの最大化

お客さま

安定的な企業経営
脱炭素化への貢献

取引先

地域社会の活性化
生物多様性保全

地域市民

安定的な株主還元の実現
外部評価

株主

生き方・働き方の変革

従業員

創出された価値を通じて、６つの資本の強化と成長分野への投資、そして将来の事業ポートフォリオを見据えた新しい事業創出のために資本配分していきます。“将来の夢”に掲
げる再生と循環の社会インフラと生活文化を創造し、SDGsへの貢献と社会価値を創出しながら、当社の持続的な成長と企業価値向上に向けて、未来を切り拓いていきます。

価値創造プロセス — 目指す社会に向けて—6

次の5兆円に向けて、顧客LTV、建物LTVの最大化幅広い事業領域を 
カバーする 

グループ総合力

社会的価値（アウトカム）

● �バリューチェーン全体のGHG排出量削減率　▲ 40%
● �再生可能エネルギー普及量  

再エネ発電所 開発･運営実績（IPP）  2,500MW 
再エネ発電設備の施工実績（EPC）  5,000MW

● �良質な住まいの供給

循環型社会
脱炭素社会への貢献

● �BIMシステムによる業務効率化
● �サプライチェーン強化
● �災害度数率  0%

現場の安全・安心
建設技能者の定着

● �デジタルチャネルからの情報取得増
● �お客さまの課題解決

事業機会の拡大
ブランド価値の向上

● �働きやすい職場環境 
エンゲージメントの向上

● �人的資本の獲得・活用 
ダイバーシティ（女性活躍、シニア活躍等）、若年層の定着

大きな価値を社会に 
提供し続ける人財プール

働きがいの向上

お客さま満足度の向上 
（入居1ヵ月後満足度指標≒NPS）

● ROE	 13%以上
● 配当性向	 35%以上
● �D/Eレシオ	 0.6程度

安定的な 
株主還元の実現

自然資本

製造資本

知的資本

人的資本

社会関係資本

財務資本

資本の強化アウトプット（製品・サービス）

注　自然資本は2030年度目標を記載。GHGの削減率は2015年度対比。またEPCの施工は2011年度からの累計設備容量。
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当社は、ハウジング・ビジネス領域における、すべての不動産の売買仲介・買取再販・リノベーションなどを行うリブネス事業を展開し、不動産価値の最大化と流通の活性化に取
り組んでいます。2018年に事業ブランド「Livness （リブネス）」を立ち上げ、暮らしに関するご相談にお応えする総合窓口を設置。2024年には、事業施設・商業施設への事業拡
大に向け、新ブランド「BIZ Livness（ビズ リブネス）」を設立。個人のお客さまに対しては空き家管理、賃貸管理サービスの提供を、また法人向けには出店やリフォームのほか、
売却する等のニーズにもお応えするなど、グループ総合力を活かし、あらゆるご相談にワンストップで対応していきます。

社会インパクトの創出 リブネス事業のインパクト — 不動産価値の最大化と流通の活性化—

❶ 新設住宅着工戸数の減少：2023年度の80万戸から2040年度では55万戸に減少する予測。
❷ 既存住宅

● �リフォーム市場の活性化：広義のリフォーム市場規模は、2021年は約7.6兆円。 
今後もわずかながら成長を続け、2040年には8兆円台後半となる見込み。

● �流通量：欧米諸国における既存住宅流通量と比較すると 
日本の既存住宅市場には大きな伸びしろがある。

● �購入者の意識の変化（価値観の多様化）：リフォームされた建物への購入ハードルは低くなっている。
❸ �空き家の増加：2023年度の土地統計調査（総務省）によると、空き家総数は900万戸となり、5年ご

との推移でも、空き家件数・空き家率は増加の一途。当社への 「空き家管理」に関するお問い合
わせも増加傾向。

リブネスによる持続的なマネジメント・サイクルで、個人用物件を対象とした従来のリブネス事業（住宅系）
と同様に、当社ならではの付加価値を付けて、事業施設・商業施設の再生・循環に貢献していきます。

市場認識 リブネス事業の手法・活用提案

リブネス事業の業績推移（億円）

20232018 2019 2020 2021 2022 2026（年度）
（計画）

■ 住宅系　■ 建築系　

1,814

4,000

2,639

3,207
3,537

2,312 2,435
251251

2,0612,061

398398

2,0372,037

551551

2,0882,088

726726

2,4812,481

933933

2,6042,604

■ 仲介 　■ リフォーム　■ 買取再販　■ その他

2023年度
売上高

3,537億円

将来は売上高1兆円規模の事業へ

1,730億円1,425億円

283億円 99億円

注１  市場の将来予測については野村総研が公表している予想値を参考にしています。
注2  広義のリフォーム市場は、増築・改築工事および設備等の修繕維持等の狭義のリフォーム市場に、エアコンや家具等のリフォームに関連する耐久消費財、インテリア商品等の購入を含めたものを指しています。

リノベーション

リノベーション

リフォーム

資産の 
組み換え

環境アイテム
導入

不動産購入

不動産購入

リーシング
テナント誘致

不動産売却 
（買取再販）

不動産売却 
（買取再販）

拠点整理
統廃合

戸建住宅 集合住宅 マンション

介護施設 保育所 病院 
診療所

商業施設 オフィス 工場 ホテル 物流施設 データ 
センター
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